
東京におけるマンションの適正な管理の
促進に関する条例に基づく取組について

 １ 制度の開始
公布⽇︓平成31年3月29⽇
全部施⾏⽇︓令和２年４月１⽇（届出制度スタート）
条例及び届出制度の概要 ⇒ 別添パンフレット参照

 ２ 令和２年度における取組及び実績
（１）取組内容（各区市町で実施した主要な項目）

届出受理（ＤＢ登録）、督促、届出内容に対する助⾔
管理不全の兆候のあるマンションに対する調査・助⾔等



東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例に基づく
取組について
（２）実績



東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例に基づく
取組について

 ３ 令和３年度における取組
管理不全の兆候があるマンションに対する17条１項調査
未届マンションに対する17条２項調査

 ４ 今後の施策展開の方向性
届出制度の確実な運⽤
届出により把握した管理状況の分析・活⽤（次ページ参照）



東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例に基づく
取組について



東京におけるマンショ ン の

適正な管理の促進に関する条例
のご案内

東京におけるマンショ ン の

適正な管理の促進に関する条例
のご案内

　 東京都は、 マン ショ ン の管理不全を 予防し 、 適正な管理を 促進する こ と 等により 、 良質な

マン ショ ン スト ッ ク の形成等を 図り 、 都民生活の安定向上及び市街地環境の向上に寄与する

ため、「 東京における マン ショ ン の適正な管理の促進に関する 条例」 を 平成 3 1 （ 2 0 1 9 ） 年

３ 月に制定し まし た。 

こ の条例では、①都や管理組合、 事業者等の責務の明確化、②要届出マン ショ ン※の管理組合

による管理状況の届出、③管理状況に応じ た助言・ 支援等の実施について規定し ています。

※要届出マンショ ン

　 昭和 58 (19 8 3 ) 年 12 月 3 1 日以前に新築さ れたマンショ ンのう ち、 ６ 戸以上のも の

　 また、 要届出マンショ ン以外の管理組合も 、 任意に届出を行う こ と ができます。



　 東京において分譲マンショ ン （ 以下「 マンショ ン」 と いう 。） は、 主要な居住形態と し て広く

普及し 、 都市や地域社会を 構成する 重要な要素と なっ ています。 一方で、 建物の老朽化と 居住

者の高齢化と いっ た「 二つの老い」 が進行し ており 、一たびマンショ ンが管理不全※1 に陥れば、

周辺環境にも 深刻な影響を及ぼすおそれがあり ます。

　 こ のよ う な状況を 踏まえ、①都や管理組合、 事業者等の責務の明確化、②管理組合によ る 管理

状況の届出、③管理状況に応じ た助言・ 支援等の実施について規定する「 東京におけるマンショ

ンの適正な管理の促進に関する条例（ 以下「 条例」 と いう 。）」 を 制定し まし た。 

　 マンショ ンに関わる者の協力の下、 マンショ ンの

管理の主体である管理組合に対し 、 行政が積極的に

関わり 、 マンショ ンの管理不全を 予防し 、 適正な管

理を 促進する と と も に、 その社会的機能※2 を 向上

さ せるこ と により 、 良質なマンショ ンスト ッ ク 及び

良好な居住環境の形成並びにマンショ ンの周辺にお

ける防災・ 防犯の確保及び衛生・ 環境への悪影響の

防止を 図り 、 も っ て都民生活の安定向上及び市街地

環境の向上に寄与するこ と を 目的と し ています。

※２ 　 社会的機能： マン ショ ン の居住者と 周辺の住民と の防災、 防犯等における 連携に

よ る 地域社会の形成、 マン ショ ン の環境性能の向上等の社会的な貢

献を果たすこ と 　

※１ 　 管理不全： マン ショ ン の維持・ 管理や修繕が適切に行われず、 外壁が落下するなど周辺にも 悪影響を与えている 状態

要届出マ ン シ ョ ン の管理

組合は、 管理状況の届出

が必要です。

都を はじ め、 管理組合や

関係事業者等の責務を 明

確にし ています。

届出によ っ て 把握し た管

理状況に 応じ て、 助言・

支援等を 行います。

条例を制定し た背景

条例の目的

条例の主な内容

1 2 3都や管理組合、

事業者等の責務の

明確化

管理組合による

管理状況の届出

管理状況に応じ た

助言・ 支援等の実施
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条例では、都をはじ め、マン ショ ン の管理の主体である 管理組合や区分所有者等、マン ショ

ン 管理士、 マンショ ン管理業者、 マンショ ン 分譲事業者の責務を 規定し ています。

都や管理組合、 事業者等の責務の明確化1

管理組合の責務

　 管理組合は、マンショ ンの管理の主体と し て、法令及びこ の条例（ 以下「 法令等」 と いう 。）

の定める と こ ろ によ り 、 マン ショ ンを 適正に管理する と と も に、 マン ショ ンの社会的機能

の向上に向けて取り 組むよう 努めなければなら ない。（ 条例第 5 条）

　 都は、 条例に基づき 、 管理組合が、 マンショ ンの適正な管理の推進及び社会的機能の向

上に資する取組を実施する際の具体的な指針「 東京におけるマンショ ンの管理の適正化に

関する指針」 を令和元（ 2 0 1 9 ） 年 1 0 月 3 1 日に制定・ 公示し まし た。

◆ 指針の概要（ 主なも の）

・ 管理組合の運営は、 情報の開示、 運営の透明化等を図り ながら 、 区分所有者等の合意

に基づいて行う こ と が必要である。

・ 区分所有者等は管理者を選任し 、 管理者等は法令等を遵守し 、 誠実に職務を執行する

必要がある。

・ 管理規約等は、 マンショ ン管理の最高自治規範である。 管理規約等は、 区分所有者等

や居住者の間で遵守さ れ、 居住実態や社会環境の変化に応じ たも のと するこ と が必要

である。

・ 少なく と も 年１ 回総会を、 ２ か月に１ 回理事会を開催するこ と が必要である。

・ 管理費及び修繕積立金の額並びにそれら の徴収方法は、 マンショ ンの管理及び維持保

全の実態に応じ たも のと するこ と が必要である。

・ 計画的な修繕工事を円滑に実施するため、 マンショ ンの実情に応じ て、 専門委員会の

設置等が必要である。 また、 必要に応じ て第三者的立場の専門家による公正かつ客観

的なアド バイ スを受けるこ と が重要である。

指針の内容を 分かり やすく 解説し た

「 マン ショ ンの管理のポイ ント 」 を ご活用く ださ い！

　 こ の冊子は、 東京都住宅政策本部住宅企画部マンショ ン課の窓口

などで配布し ています。

　 また、「 東京都マンショ ンポータ ルサイ ト 」 にて、 PD F フ ァ イ ル

のダウンロード が可能です。

東京におけるマン ショ ンの管理の適正化に関する指針

「 マン ショ ンの管理のポイ ント 」 を ご活用く ださ い！

指針の内容を 分かり やすく 解説し た
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◆ 新築年月日の確認方法

新築年月日は、 登記事項証明書（ 登記簿） に記載さ れている日付を 基に判断し ます。

◆ 届出書【 一部抜粋】

◆ 留意事項

　 届出内容は、 都と 区市町村と で共有さ せていただき ます。 また、 条例の施行のほか、 マ

ン ショ ン の建替えや耐震化の促進に関する 施策の実施に当たっ ての基礎資料及び連絡先と

し て利用する場合があり ますが、 行政目的以外に利用するこ と はあり ません。

届出方法と 届出先、 届出の期限

　 届出方法は、 以下の２ つの方法から お選びく ださ い。

　 なお、 届出は、 令和２ （ 2 0 2 0 ） 年９ 月 3 0 日までに行う 必要があり ます。

《 １ 》 管理状況届出システムへの入力

　 　 　 イ ンタ ーネッ ト から システムにログイ ンし 、 届出事項を入力

《 ２ 》 マンショ ンが所在する区市町村への届出書の提出

　 　 　 届出書に届出事項を記入し 、 区市町村の担当窓口（ 本冊子 5 ページ） へ　

　 　 　 郵送又は直接持参　 ※郵送などにかかる費用は自己負担と なり ます。

　 要届出マンショ ンの管理組合は、 ５ 年ごと に管理状況の届出が必要です。

　 また、 要届出マンショ ン以外の管理組合も 、 任意に届出を行う こ と ができ ます。

要届出マンショ ン

　 昭和 5 8 （ 1 9 8 3 ） 年 1 2 月 3 1 日以前に新築さ れたマンショ ンのう ち、

居住の用に供する独立部分が６ 以上であるも の

届出事項

　 それぞれの事項について、 有無のチェ ッ ク のほか、 簡単な数字の記入を 行います。

2 管理組合による管理状況の届出

・ 取組の有無について□

・ その他、 簡単な数字の記入
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管理状況届出制度に関するお問合せはこ ちら 　

　 都は、 日常の維持管理、 建替えや改修に関する 様々なご相談や、 管理状

況届出システムの利用方法、 届出書の書き 方などの管理状況届出制度に関

する お問合せにも お答えする 総合相談窓口を 開設し ています（ 詳細は、 本

冊子の裏表紙を ご覧く ださ い。）。

分譲マンショ ン総合相談窓口
 ( 公益財団法人　 東京都防災・ 建築まちづく り センタ ー )

☎ 0 3 -6 4 2 7 -4 9 0 0

管理状況届出システムへの入力によっ て届出を行う 場合

　 要届出マン ショ ン の管理組合には、 システムから 届出

を行う ために必要なログイ ン ID と 初期パスワード の通知

書を、 都から 発送し ています。

　 なお、 要届出マン ショ ン 以外の管理組合がシステムか

ら 届出を行う ためには、 ログイ ン ID と 初期パスワード の

発行が必要です。 　 　

　 ログイ ン ID 等の発行方法や、 システムの操作方法につ

いては、「 操作マニュ アル」 に記載し ています。

区市町村への届出書の提出によっ て届出を行う 場合

　 届出書の記入方法については、「 記入の手引」 に記載

し ています。 また、 届出書の様式は、「 東京都マン ショ

ンポータ ルサイ ト 」から ダウンロード し ていただけます。

▼システムロ グイ ン 画面

≪管理状況届出システム U RL≫ h t tp s://w w w .m ansio n -to d o ked e .m e tro .to kyo .l g . j p /

　 管理状況届出システムの「 操作マニュ アル」、届出書の「 記入の手引」、

届出書の様式や Q & A は、「 東京都マンショ ンポータ ルサイ ト 」 でご覧

いただけます。
東京都マンショ ンポータ ルサイ ト

別　 記

第１ 号様式（ 第４ 条及び第５ 条関係）

□更新

　　年　　　月　　　日

東　京　都　知　事　殿

届出者

マンション管理組合
氏　名

マンショ ンの概要
〒 ―

フリガナ

□団地管理組合である ⇒※団地管理組合である場合： 全 棟
（ 管理の形態）

□　棟別管理組合が中心となり、管理を行っている

□　団地管理組合が中心となり、管理を行っている
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□団地管理組合でない

全 戸 ※団地管理組合の場合は、各棟の戸数を記載してください。

階

（西暦） 年 月 日

□　所有権　　 　　　 □　借地権　　　　□　定期借地権　　　□　その他（　　　　　　　）

□　なし　　　　　　　□　店舗　　　　　　 □　事務所　　　　  　□　その他（　　　　　　　）

□　全部委託　　　□　一部委託　　　□　自主管理　　　   □　その他（　　　　　　　）

※「全部委託」又は「一部委託」の場合は記載してください。

フリ ガナ

〒　 　 　 － 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

管理不全を予防するための必須事項
□　ある □　ない

□　いる □　いない

□　ある □　ない 年

年１回以上の開催 □　ある □　ない

議事録 □　ある □　ない

□　ある □　ない

□　ある □　ない 円/㎡（月当たり）

　東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第15条第１項、第３項及び第４項並びに第
16条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

受　 付　 番　 号

所在地
（ 住居表示）

土地の権利

併設用途

管理形態
管理業者名

（ 支店名まで記入）

管理組合の形態

戸 数

階 数

新築年月日

□新規

年

最終改正年 （西暦）

㎡当たり月額

直近実施年 （西暦）

マンショ ン管理状況届出書

管理費

修繕積立金

修繕の計画的な実施
（ 大規模な修繕工事）

□　ある □　ない

住 所

管理組合

管理者等

管理規約

総会開催

マンショ ン名

【記入上の注意点】

１ 団地管理組合が届出を行う 場合は、 「 記入の手引」 を参照し てく ださ い。

  各棟の記載事項について、 下線を付けた項目以外の内容が同一である場合は、 各棟別に下線を 付けた項目を御回

  答いただき、 それ以外の項目は基と なる１ 枚にのみ記載し ていただく こと で、 届出を受理し ます。

２ 太枠内は、 必須で回答が必要な項目です。

適正な維持管理に関する 事項

□　ある □　ない 最新作成年 （西暦） 年

年間 【 （西暦） 　年度　～　　　　　　年度】

□　ある □　ない □　ある □　ない

【割合】 □0%　□～5%　□～10%　□～15%　□～20%　□20%超　□不明 【戸数】 戸

【割合】 □0%　□～5%　□～10%　□～20%　□20%超　□不明 【戸数】 戸

※1981年5月31日以前に建築確認を 受けたマン ショ ン である 場合のみ回答し てく ださ い。

 □ 実施済 ⇒※実施済の場合：  □ 耐震性あり □耐震性なし

 □ 未実施

 □ 実施済  □ 未実施

□　ある □　ない □　ある □　ない

マ ンショ ンの社会的機能の向上に資する 取組に関する事項

自主防災組織 □　ある □　ない

防災マニュアル □　ある □　ない

防災用品の備蓄 □　ある □　ない

避難行動要支援者名簿 □　ある □　ない

防災訓練の定期的な実施 □　ある □　ない

エントランスのバリアフリー化（スロープの設置など） □　ある □　ない

共用廊下等への手すりの設置 □　ある □　ない

エレベーターの設置 □　ある □　ない

共用部分のLED化 □　ある □　ない

開口部の遮熱性能の向上（二重窓・外断熱等） □　ある □　ない

電気自動車等用充電設備の設置等 □　ある □　ない

□　ある □　ない

例： 町会 ・ 自治 会 と の 共 催事 業 ・ 協 力 連携 イ ベン ト （ 祭 り ・ 運 動会 ・ 防災 訓 練・ 清 掃活 動 等）

連絡先
　□管理組合理事長　□区分所有者等　□マンション管理業者

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　 　 　 － 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

フ リ ガナ

※行政から のオンラ イ ンによるお知らせ等を希望する場合は、 メ ールアド レスを記入してく ださ い。

【受付欄】

　　　　年　　　月　　　日

メ ール
アド レ ス

設計図書

長期修繕計画
計画期間

滞納対応に
関するルール

空き住戸

賃貸化住戸

修繕履歴

区分所有者等
名簿等

備考

受　付

担当者

耐震化の状況 耐震診断

耐震改修

防災への取組

バリ アフ リ ー化・
環境への取組

又は実施

地域コ ミ ュ ニテ ィ
の形成等の取組

連絡窓口

属 性

住 所

氏 名

【 留意事項】

１ 東京におけるマン ショ ン の適正な管理の促進に関する 条例（ 平成31年東京都条例第30号） 第３ 条第２ 項では、

条例の施行及びマン ショ ン の適正な管理の促進を 図る ための施策の実施に当たっ て、 特別区及び市町村（ 以下

「 区市町村」 と いう 。 ） が行う 施策に対し 、 都は必要な支援を行う ものと し ています。

  区市町村と 緊密に連携し 、 情報の共有を図る と と も に必要な支援を行う ため、 本届出内容は、 同条第３ 項に

定める データ ベースに記録する と と も に、 都と 区市町村と で共有さ せていただき ます。

２ 御回答いただいた内容は、 条例の施行のほか、 マンショ ン の建替えや耐震化の促進に関する 施策の実施に当

たっ ての基礎資料及び連絡先と し て利用する場合があり ますが、 行政目的以外に利用する こと はあり ません。

▼届出書（ A4 両面）
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※下記は、 令和 2 年 2 月現在、 予定さ れている 窓口です。 部署名・ 電話番号が変更さ れる 可能性があり ますので、

ご了承く ださ い。 窓口の最新の情報や、住所（ 届出等の郵送先） については、「 東京都マン ショ ンポータ ルサイ ト 」

でご確認く ださ い。

届出書の提出先

条例に関するお問合せ　                   東京都 住宅政策本部 マンショ ン課  ☎ 0 3 -5 3 2 0 -5 0 0 4

管理状況届出制度に関するお問合せ　 分譲マンショ ン総合相談窓口　        ☎ 0 3 -6 4 2 7 -4 9 0 0

区の担当窓口 市の担当窓口

区　 名 部署名・ 電話番号

千 代 田 区 環境まちづく り 部 住宅課 0 3 -5 2 1 1 -4 3 1 2

中 央 区 都市整備部 住宅課 0 3 -3 5 4 6 -5 4 6 6

港 区 街づく り 支援部 住宅課
0 3 -3 5 7 8 -2 2 2 3 ,
2 2 2 4 ,2 3 4 6

新 宿 区 都市計画部 住宅課 0 3 -5 2 7 3 -3 5 6 7

文 京 区 都市計画部 住環境課 0 3 -5 8 0 3 -1 3 7 4

台 東 区 都市づく り 部 住宅課 0 3 -5 2 4 6 -1 4 6 8

墨 田 区 都市計画部 住宅課 0 3 -5 6 0 8 -6 2 1 5

江 東 区 都市整備部 住宅課 0 3 -3 6 4 7 -9 4 7 3

品 川 区 都市環境部 住宅課 0 3 -5 7 4 2 -6 7 7 6  

目 黒 区 都市整備部 住宅課 0 3 -5 7 2 2 -9 8 7 8

大 田 区 まち づく り 推進部 建築調整課 0 3 -5 7 4 4 -1 4 1 6

世 田 谷 区 都市整備政策部 居住支援課 0 3 -5 4 3 2 -2 5 0 4  

渋 谷 区 都市整備部 住宅政策課 0 3 -3 4 6 3 -3 5 4 8

中 野 区 都市基盤部 住宅課 0 3 -3 2 2 8 -5 5 8 1

杉 並 区 都市整備部 住宅課 0 3 -3 3 1 2 -2 1 1 1 ( 代表 )

豊 島 区 都市整備部 住宅課 0 3 -3 9 8 1 -1 3 8 5

北 区 まちづく り 部 住宅課 0 3 -3 9 0 8 -9 2 0 1

荒 川 区
防災都市づく り 部
防災街づく り 推進課

0 3 -3 8 0 2 -4 1 7 8

板 橋 区 都市整備部 住宅政策課 0 3 -3 5 7 9 -2 1 8 6

練 馬 区 都市整備部 住宅課 0 3 -5 9 8 4 -1 2 8 9

足 立 区 都市建設部 建築室住宅課 0 3 -3 8 8 0 -5 9 6 3

都市整備部 住環境整備課 0 3 -5 6 5 4 -8 3 5 2

江 戸 川 区 都市開発部 住宅課 0 3 -5 6 6 2 -6 3 8 9

市　 名 部署名・ 電話番号

八 王 子 市 まちなみ整備部 住宅政策課 0 4 2 ｰ6 2 0 -7 2 6 0

立 川 市 市民生活部 住宅課
0 4 2 -5 2 3 -2 1 1 1
( 内 2 5 6 2 )

武 蔵 野 市 都市整備部 住宅対策課 0 4 2 2 -6 0 -1 9 7 6

三 鷹 市 都市整備部 都市計画課
0 4 2 2 -4 5 -1 1 5 1
( 内 2 8 1 2 ・ 2 8 1 3 )

青 梅 市 都市整備部 住宅課 0 4 2 8 -2 2 -1 1 1 1 ( 内 2 5 3 3 )

府 中 市 都市整備部 住宅課 0 4 2 -3 3 5 -4 4 5 8

昭 島 市 都市計画部 都市計画課 0 4 2 -5 4 4 -4 4 1 3

調 布 市 都市整備部 住宅課 0 4 2 -4 8 1 -7 5 4 5

町 田 市 都市づく り 部 住宅課 0 4 2 -7 2 4 -4 2 6 9

小 金 井 市 都市整備部 まちづく り 推進課 0 4 2 -3 8 7 -9 8 6 1

小 平 市 都市開発部 都市計画課 0 4 2 -3 4 6 -9 5 5 4

日 野 市 まちづく り 部 都市計画課 0 4 2 -5 1 4 -8 3 7 1

東 村 山 市 環境安全部 環境・ 住宅課
0 4 2 -3 9 3 -5 1 1 1
( 内 2 4 2 4 )

国 分 寺 市
まちづく り 部
まちづく り 推進課

0 4 2 -3 2 5 -0 1 1 1
( 内 4 5 3 )

国 立 市 都市整備部 都市計画課 0 4 2 -5 7 6 -2 1 1 1 ( 内 3 6 1 )

福 生 市 都市建設部 まちづく り 計画課 0 4 2 -5 5 1 -1 9 6 1

狛 江 市 都市建設部 まちづく り 推進課 0 3 -3 4 3 0 -1 1 1 1 ( 内 2 5 4 6 )

東 大 和 市 都市建設部 都市計画課 0 4 2 -5 6 3 -2 1 1 1 ( 内 1 2 6 2 )

清 瀬 市 都市整備部 まちづく り 課 0 4 2 -4 9 7 -2 0 9 3

東久留米市 都市建設部 都市計画課 0 4 2 -4 7 0 -7 7 8 2

武蔵村山市 都市整備部 都市計画課 0 4 2 -5 6 5 -1 1 1 1  ( 内 2 7 8 )

多 摩 市 都市整備部 都市計画課 0 4 2 -3 3 8 -6 8 1 7

稲 城 市
都市建設部 
住所整理・ 団地再生課

0 4 2 -3 7 8 -2 1 1 1  ( 内 3 2 4 )

羽 村 市 都市建設部 都市計画課
0 4 2 -5 5 5 -1 1 1 1
( 内 2 7 5 ・ 2 7 6 )

あき る 野市 都市整備部 都市計画課 0 4 2 -5 5 8 -2 0 2 6

西 東 京 市 まちづく り 部 住宅課 0 4 2 -4 3 8 -4 0 5 2

町村の担当窓口

町村名 部署名・ 電話番号

瑞 穂 町 都市整備部 都市計画課 0 4 2 -5 5 7 -0 5 9 9

日 の 出 町 まちづく り 課 0 4 2 -5 9 7 -0 5 1 1 ( 内 3 5 3 )

檜 原 村 総務課 0 4 2 -5 9 8 -1 0 1 1 ( 内 2 1 6 )

奥 多 摩 町 環境整備課 0 4 2 8 -8 3 -2 3 6 7

大 島 町 建設課 0 4 9 9 2 -2 -1 4 8 7

利 島 村 産業・ 環境課 0 4 9 9 2 -9 -0 0 1 1

新 島 村 建設課 0 4 9 9 2 -5 -0 2 1 2

町村名 部署名・ 電話番号

神 津 島 村 建設課 0 4 9 9 2 -8 -7 7 5 7

三 宅 村 地域整備課 0 4 9 9 4 -5 -0 9 8 9

御 蔵 島 村 産業課 0 4 9 9 4 -8 -2 1 2 1

八 丈 町 建設課 0 4 9 9 6 -2 -1 1 2 4

青 ヶ 島 村 総務課 0 4 9 9 6 -9 -0 1 1 1

小 笠 原 村 総務課 0 4 9 9 8 -2 -3 1 1 1
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届出により 、 マンショ ン管理士などの専門家派遣が無料で受けら れます！

　 届出を行っ た管理組合は、 その管理状況に応じ て、 管理や建替え・ 改修について、 マンショ

ン管理士などの専門家による講義や個別具体的な相談に対するアド バイ スを無料で受けるこ と

ができ ます（ 令和２ 年第1 回都議会定例会に予算案と し て提案中） 。

　 届出を 行っ たマン ショ ンの管理組合に対し、 その管理状況に応じ 必要な助言や支援等を 行

います。

調査

　 こ の条例の施行に必要な限度において 、 届出を行っ たマンショ

ンや正当な理由なく 届出を 行わないマンショ ン等に対し 、 その管

理組合又は区分所有者等の協力を 得て、個別訪問を 行い、マンショ

ンへの立ち入り 、 書類や建物の調査を 行う こ と があり ます。

調査を 実施する 際には、 事前に、 条例施行規則に規定する 「 調

査実施通知書」 を 送付し 、 調査の実施予定日時、 調査員の人数や

担当連絡先などを お知ら せし ます。

助言・ 支援

　 届出を 行っ たマン ショ ンの管理組合に対し、 届け出ら れた管理状況について、 必要な助言

を 行います。

　 管理組合や管理規約がない、 管理者がいない、 年 1 回以上総会を 開催し ていない、 管理費

や修繕積立金を 積み立てていない又は計画的に修繕工事を 行っ ていないこ と が、 届出によっ

て分かっ たマン ショ ン （ 管理不全の兆候がある マン ショ ン ） 等に対し て、 個別訪問（ 調査）

を 行う と と も に、 管理組合の設立支援など管理状況に応じ た支援を 行います。

指導・ 勧告

　 要届出マン ショ ン の管理組合等から 正当な理由なく 届出がない場合、 届出内容が事実と 著

し く 異なる場合又は助言によ っ ては管理状況の悪化を 防ぐ こ と が困難である 場合には、 その

管理組合に対し 、 必要な措置を 講ずるよう 指導し 、 又は勧告するこ と があり ます。

3 管理状況に応じ た助言・ 支援等の実施

～支援の内容～

　 ■届出を行っ た要届出マンショ ン： １ 回まで無料

　 ■届出を行っ たマンショ ンのう ち、 管理不全の兆候があるマンショ ン： ５ 回まで無料

～専門家の無料派遣に関するお問合せはこ ちら ～

　 令和２ (2 02 0 ) 年３ 月まで→東京都住宅政策本部マンショ ン課（ ☎0 3 -53 2 0 -5 0 0 4 ）

　 令和２ (2 02 0 ) 年４ 月以降→分譲マンショ ン総合相談窓口（ ☎0 3 -64 2 7 -4 9 0 0 ）
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　 都では、 日常の維持管理、 建替えや改修に関する様々なご相談や、 管理状況

届出制度に関するお問合せにお答えする総合相談窓口を開設し ています。 お気

軽にご相談く ださ い。

マンショ ンの専門家である

マンショ ン管理士がお答えし ます

分譲マンショ ン総合相談窓口のご案内

公益財団法人 東京都防災・ 建築まちづく り センタ ー

☎ 0 3 -6 4 2 7 -4 9 0 0
来所による対面相談を ご希望の方は、 事前に電話にて予約の上、 ご来所く ださ い。

メ  ー ル　 　  m ansio n-so ud an@ to kyo -m ach id uku ri.j p

F  A   X  　 　 0 3 -6 4 2 7 -4 9 0 1

所 在 地　 　  東京都新宿区西新宿 7 -7 -3 0 　 小田急西新宿 O -PLACE 2 F

東京におけるマンショ ンの適正な管理の促進に関する条例のご案内　 　 　 　

編集・ 発行　 東京都住宅政策本部住宅企画部マンショ ン課

　 　 　 　 　 　 東京都新宿区西新宿二丁目８ 番１ 号

　 　 　 　 　 　 電話　 0 3 -5 3 2 0 -5 0 0 4

印　 　 　 刷　 鈴政印刷製本株式会社

大規模修繕工事の準備は

どのよう に進めればいい？

合意形成はどのよう に

図っ ていけばいい？

管理状況届出制度

について知り たい

相 談 日　 月曜日～金曜日、第 1 土曜日及び第 3 日曜日（ 祝日、年末年始は休業）

相談時間　 9 ： 0 0 ～ 1 7 ： 0 0 （ 水曜日は 1 9 ： 0 0 まで）

※　 上記の相談日・ 相談時間は、 令和２ (2 0 2 0 ) 年４ 月以降のも のです。（ 予定）
※　 令和２ (2 0 2 0 ) 年３ 月までの相談日・ 相談時間は、 月曜日～金曜日（ 土曜日、 日曜日、

祝日は休業） の 9 ： 0 0 ～1 7 ： 0 0 と なり ます。

東京都の

分譲マンショ ン総合相談窓口

公益財団法人 東京都防災・ 建築まちづく り センタ ー

相談料

無料

令和２ 年３ 月発行

登録番号（ 3 1 ） 3 8

mailto:mansion-soudan@tokyo-machidukuri.jp

